ソ連邦就職斡旋制度(II)　一一現代ソビエト人事管理制度論序説一一 by 宮坂 純一
奈良産業大学『産業と経済』第 1 巻第 2 号 (1986年 9 月 )59 -87 
ソ連邦就職斡旋制度 cn)
一現代ソビエト人事管理制度論序説一
1.はじめに
2. 企業の従業員採用計画
3. 学卒者の採用
3.1. 普通中等学校の卒業生の配分
3.2. 職業技術教育施設の卒業生の配分(以上前号)
宮坂純
3.3. 中等専門教育施設および高等教育施設の卒業生の配分(以下本号)
3.3.1. 中等専門教育と高等教育の現状
3.3.2. 卒業生の国家的配分
4. 企業の自主採用
5. 就職あっせんピュロー採用
6. おわりに
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3. 3. 1.中等専門教育と高等教育の現状
ソ連邦では，専門家が中等専門教育施設と高等教育施設を通して養成されてい1ら。国民経済
で働く専門家の人数はつぎの表で示される。
表14 高等教育や中等専門教育をうけて国民経済で
年
1941年
1960年
1970年
1975年
1980年
1983年
働いている専門家の人数 (1000人)
全体
2401 
8784 
16841 
22796 
28612 
31628 
内
高等教育
909 
3545 
6853 
9477 
12073 
13487 
訳
中等専門
教育
1492 
5239 
9988 
13319 
16539 
18141 
出典: HapoAHoe XOBnﾟCTBO CCCP B 1983, CTp. 398. 
(1) CM., 8KOHOMHKa TpYAa, CTp. 399 ; 8KoHoMHKa TPY耳a， IOA peA・ A. KYAPßBD;eBa, CTp. 405. 
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高等教育施設の総数
学生数(1000人)
内訳
全 日 帝U
夜 間
通 信 帝日
施中等設専の門総教育数
学生数 (1000人)
内訳
全 日 帯。
夜 間
通 信 帝U
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表 15 高等および中等専門教育施設
(学年度のはじめの数)
1940/41 1960/61 1970/71 975/76 1980/81 1981/82 
817 739 805 856 883 891 
812 2396 4581 4584 5235 5284 
558 1156 2241 2628 2978 3011 
27 245 658 644 649 648 
227 995 1682 1582 1608 1625 
3773 3328 4223 4302 4383 4393 
975 2060 4388 4525 4612 4557 
787 1091 2558 2817 2894 2868 
32 370 648 516 504 478 
156 599 1185 1192 1214 1211 
1982/83 
891 
5315 
3023 
645 
1647 
4418 
4518 
2845 
463 
1210 
出典: HapOJ;BOe XOBJI姐CTBO CCCP B 1.984r, CTp. 51. 9. 
1983/84 1984/85 
890 892 
5301 5280 
2986 2932 
641 636 
1674 1712 
4338 4471 
4503 4512 
2837 2859 
452 436 
1214 1217 
専門家の詳しい定義については次稿以降の課題であり，乙乙では簡単に触れておく。寺門家
は，その機能に応じて， 4 つのクツレープに分類される。
(1) 生産の全般的指導と管理をお乙なう専門家。企業の指導者，代理が，乙れに相当し，原則
として，高等教育を必要とする。
(2) 生産の計画と準備(技術経済的計画化，生産の不断の改善，生産経過と計画遂行の計算と
統制)をお乙なう専門家。これらの機能は，企業の各部(技術工程部，生産部，資材建設部
等々)を指導する専門家と，その補助部門で働く寺門家によって担われる。前者は耐広い問
題に関する専門知識(高等教育)を必要するが，後者では狭い問題に関する寺門知識が要求
されるために，中等専門教育全うけた働き手(技手，生産計画担当者，金融哩門家，統計t、宇
門家)が利用される。
(2) CM.，耳. qYUPYHOB, Cnen;IB.JIICTLI cpeAHero 8BeHB, atωHOMIIRB， 1984, cTp.5-7. 
(3) 活動領域を基準とした分類については， 8ROHOMIIRB TpYAB, IOA P明. A. KYAPßBn;eBB, CTp. 405 を参照
のこと。
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(3) 生産の直接的管理や技術指導に関する機能を遂行する専門家。乙のクゃループには，職場，
職区，班，クゃループの指導者がはいる。乙れらの機能は中等専門教育施設で習得した知識で
充分対応できるものである。
(4) 自動化された生産職場や複雑な設備の直接的管理に関する機能(自動化装置の統制と調整)
を遂行する専門家。中等教育をうけた専門家がこの機能を担っている。
学卒者の配分の場合には，すぐにでも上述の職務を担当する，あるいは将来担当するであろ
ういわゆる若年専門家が問題となってくる。若年専門家とぷ)生産を離れて高等教育施設や中
等専門教育施設に学び卒業後配分委員会によって個々の職場に派遣される若者であり， 3 ヵ年
に限ってこの名称で呼ばれる。
中等専門教育は，テフニクム，短大 (yqHJIH~a) ，学校(皿KOJIa) およびその他の中等専門教育施
設で、お乙なわれてい式そして，そこでは専門家の養成が昼間制(生産を離れて)と夜間制お
よび通信制(生産を離れずに)の 3 つの形態のもとでおこなわれている。入学資格者は 8 学年
中等教育あるいは完全中等教育を終了したソビエ卜市民であり，昼間制では30才までに年令が
制限されているが，夜間制および通信制には年令制限がもうけられていない。教育期間は，昼
間制教育施設では， 8 学年終了者が 3-4 年間であり，完全中等教育終了者は 1- 2.5 年間で
ある。また，夜間制および通信制ではそれぞれの教育期間が 1 ヵ年延長されている。最近では，
完全中等教育を終了して専門教育をうける若者が増加してきている。
表 16 普通教育学校の 8 学年および10学年終了者の
中等専門教育施設への入学状況
(1000人)
1960年 1970年 1975年 1980年
全体 769.3 1338.4 1403.9 1457.0 
内訳
8学年終了者 431. 0 796.6 672.6 520.2 
(割合) (56.0) (59.5) (47.9) (35.7) 
10学年終了者 338.3 541. 8 731. 3) 936.8 
(割合) (44.0) (40.5) (52.1) (64.3) 
(4) rソビエト労働法によれば，若年専門家とは高等教育施設や中等専門教育施設を終了し，個人別配分委員
会によって，習得した専門と技能資格に一致した仕事に派遣される人々である。J (TpYAQBOe npaBO, CTp. 
231. )生産を離れずに学んだ人々は本人の希望に応じて配分される。
(5) CBO且 aaKOHOB CCCP, T. 3, CTp. 369. 
(6) CM.，耳. qynPYHoB, YKaa. ∞'1.， CTp. 29 
純1960年 1970年 1975年 1980年
全日制
全体 415.0 837.0 896.1 946.2 
内訳
8学年終了者 220.2 580.0 543.4 469.8 
(割合) (53.1) (69.3) (60.6) (49. 7) 
10学年終了者 194.8 257.0 352. 7 476.4 
(割合) (46.9) (30. 7) (39.4) (50.3) 
夜間・通信制
全体 354.3 501. 4 507.8 510.8 
内訳
8学年終了者 210.8 216.6 129.2 50.4 
(割合) (59.5) (43. 2) (25.4) ( 9.9) 
10学年終了者 143.5 284.8 378.6 460.4 
(割合) (40.5) (56.8) (74.6) (90.1) 
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出典: ,,D;. qynpyHoB, Cne~ßaJUlcThI叩e瓦Hero 8BeHa, 
81(OHO畑氏a， 1984 , CTp. 52. 
中等専門教育施設は，工業・建設，運輸・通信，農業，経済・法律，保健・体育・スポーツ，
教育，芸術の 7 つの専門分野に分類されるが，中等専門教育施設がテフニクムと総称されるこ
ともあるように，工業・建設分野の中等専門教育施設がかなりの割合を占めている。
(1980年10月 1 日現在)中等専門教育施設調表 17
生徒数
(1000人)学校数三凡」RX 施
立円教
4611.7 
1891.1 
403 .3 
797 .0 
514 .4 
441 .5 
440.0 
124 .4 
4388 
1476 
251 
683 
386 
654 
576 
356 
全体
内訳
工業・建設
運輸・通信
農業
経済・法律
保健・体育・スポーツ
教
芸術
出典: 耳. qynpyHoB, Y 1(a8. 'CO司円 CTp.30.
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そして，中等専門教育は21 の専門グループ(職種クVレープ)ごとにお乙なわれてLi弘す
なわち， (1排出質学および有用鉱物探査， (2清用鉱物採堀， (3)動力工学， (4)治金学， (5機械器具
製作， (6)電気機械器具製作， (7無線・通信， (8陥学工学， (9)林学，木材工学，紙，パルプ，
(10)食品工学， (11注活必需品工学， (12耀設， (13:測地学・製図学， (14).水理気象学，日5).農業， (16~軍輸，
(17経済，(18:牒律，(19:牒健・体育， (2。激育， (2臆術で、ぁ 41 また，以上の職種ク'ループはそれぞ
れいくつかの専門から成りたっている。その数はク*ループによって異なるが，機械器具製作
ク'ループが一番多く (80専門) ，法律グループが一番少ない(法律家という一つの専門だけ
で、あお。かくして，現在では，中等専門教育施設附いて， 500以上の専門について中級環
の専門家が養成されていイ!
中等専門教育施設において養成される専門家はつぎの表である程度わかる。技手がその代表
的存在である。
表 18 国民経済で働いている中等専門教育をうけた専門家の
専門ごとの人数 (1000人)
1941年 1960年 1972年 1980年
中等教育をうけた専門家 1492.2 5238.5 9988.1 16538.4 
教育施設で習得した専門
ごとの人数
技 手 324.2 1955.8 4333.1 7730.7 
農業技師，畜産技師，獣 88. 7 356.3 597.0 938.8 医助手
生産計画担当者，統計技師 30.9 337.5 950.5 1984.7 
商品専門家 5.3 106.7 396.3 832.6 
ジ 二工 ス ト 6.2 17.2 21.1 40.9 
教師，司書，文化啓蒙担 536.4 1061. 9 1458.9 1823.9 当者
出典: Hapol;Hoe X08ﾘUCTBO CCCP B 1983, CTp. 399 より。
(7) r現在，中等教育をうけた専門家の職種組成は，我国全体で，専門職の21職種ク'ループを含んでいる4
(T8M 凧仰.23)
(8) T8M lKe, cTp. 23-24. 
(9) CM., 8KOHOMBK8 TPYA8, IOA peA. A. KYAPJlB~eB8， CTp. 405. 
(10) 8KOHOMB明CKBe H8YKB, 1985, No.9, CTp. 5. 
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高等教育は，総合大学，アカデミー，単科大学，工場工科大学 (saBOALI- BTYSLl)およびその
他の教育施設で，おこなわれていポそして，高等教育施設では，専門家が， (1)生産を離れて
(昼間制)， (2)生産を離れずに(夜間制，通信制，工場工科大学での教育) ，養成されている。
入学資格者は完全中等教育を修了したソビ、エト市民であり，生産を離れた教育には35才までと
いう年令制限が課せられているが，生産を離れない教育には年令制限が実施されていなLq 教
育期間は，総合大学の場合は 5 カ年間であり，単科大学の場合は 4-6 年間とされ，専門分野
によって若干の相違があるが，普通は 5 カ年間で、あと
毎年中等学校の卒業生の25%未満が高等教育施設に入学していと一般的伝えば，人文科
学系の高等教育施設が，技術系のそれと比べると，高い競争率を示している。特1[.，冶金，建
設，農業，鉄道等々の専門分野では，競争率が極めて低い水準にある。従って，一応学生数は
確保されているが，そこで養成される専門家の質が問題となってきている。高等教育(施設)の
現状はつぎの数字で示される。
表 19 高等教育施設の数と
部門別高等教育施設の学生数
1940/41年
高等教育施設の数 817 
学生数 811.7 
その内訳
工業・建設 168.4 
運輸・通信 36.2 
農 業 52. 1 
経済・法律 36.3 
保ス健ポ ・体育・
ーツ 109.8 
教 育 398.6 
芸術・映画 10.3 
(1) CBOA 姐即日OB CCCP, T.8. e-rp. 395. 
(12) TaM me , CTp. 396. 
1960/61年 1970/71年
739 805 
2396.1 4580.6 
873.1 1825. 7 
146. 7 251. 7 
246.5 423.9 
161. 9 341.4 
188.9 321. 0 
759.6 1315. 7 
19.4 41. 2 
(13) 川野辺敏著『ソビエト教育制度概説J)，新読書社， 1976年， 11ページ。
(14) 3. CapyuHoB, YKa8.ω哩.， CTp. 38. 
(年度初め， 1000人)
1980/81年 1983/84年
883 890 
5235.2 5301. 3 
2088.2 2094.9 
300.5 300.8 
533.8 551. 5 
377.0 385.0 
378. 7 390.8 
1509.0 1528.5 
48.0 49.8 
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表20 専門グループ別
高等教育施設生徒数(年度初め， 1000人)
1960/61 1970/71 1975/76 1980/81 1983/84 
総数 2396. 1 4580.6 4854.0 5Z35.2 5301. 3 
専門ク'ループ内訳
地質学，有用鉱物探査 21. 3 3 39.3 38.2 38.8 39.2 
有用鉱物採掘 30.2 57.0 56.0 57.7 61.1 
動 力 工 学 74.7 100.8 116.5 122.3 120.0 
治 金 学 31. 5 55.5 56.2 59.2 60.5 
機械器具製作 302.8 657.9 574.0 605.6 595. 7 
霊~~手二害予埜季 91. 5 309.4 329.2 359. 1 366.5 
無線通信工学 78.3 154.1 149.1 158.6 161. 5 
イ乙 学 工 学 56.3 120.2 98.4 95.4 94.1 
林パ学ル，プ木材工学， 紙 22.9 31.0 33.9 ー 36.8 35.8 
食 品 工 学 31. 3 72.2 75.9 85.1 88.8 
生活必需品工学 28.8 54.2 59.4 65.6 69.6 
建 設 146.7 297.3 377.1 430.2 424.9 
測地学，製図学 5.9 8.7 10.6 12.8 12.5 
水理気象学 5.2 8.4 8.0 8.3 8.1 
農 学 236.3 371. 9 401. 4 456.2 466.4 
運 輸 学 65.6 133. 1 147.9 173.7 181. 8 
経 済 学 217.7 538.6 597.7 638. 1 656.0 
法 学 40.3 77.0 93.2 101. 6 103.2 
保健 . 体育 189.2 329.8 351. 5 377.2 393.4 
大 学 専 門 186.9 344.5 368. 1 386.4 376.6 
師範学校，文化大学 512.8 880.6 871.1 923.5 938.6 
でz世:s; 術 学 19.9 39. 1 40.6 43.0 44.0 
出典: HapoAHoe X08J1HCTBO CCCP B 1983, CTp. 495. 
高等教育施設の学生には， (1)選択した専門ごとに理論知識と実践上の熟練を体系的にそして
深く習得すること， (2) マルクス・レーニン主義理論を習得し，自己の思想政治的，科学・文化
水準を高めること， (3)大衆政治的および政治的活動の組織化の技能を身につける乙と， (4)定め
られた学習訓練に参加し，所定の期間内に課題をやりとげる乙と， (5)社会的に有益な労働に参
加する乙と， (6)共産主義道徳規範を守る乙と， (7)学則そして寮則を守る乙とが，義務づけられ
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てい弐また，実習が教育課程の一部として位置づけられており，最上級生は，然るべき企業
の管理部の指導と教育施設の統制のもとで，その専門に応じて一定の期間見習勤務をおこなっ
ている。高等教育施設では， 22の専門クゃループごとに，専門家が養成されている。乙れら専門
クVレープ内の専門の数は 4 つ(測地・製図)から38 (機械・器具製作)までと多様であるが，
総合大学では， 28の専門ごとに専門家が養成されてい 4l! そして，高等教育施設の卒業生には，
教育をうけた専門わいて技能資格が授与され，所定の形式の証書とパッチが交付され♂
3. 3.2. 卒業生の国家的配分
ソ連邦における専門家の養成状況を，教育水準と教育施設の部門ク守ループごとに，再び，ま
とめると，つぎのようになる。
表 21 高等教育施設と中等専門教育施設の
教育施設部門グループごとの卒業生 (1000人)
1940年 1960年 1970年 1975年 1980年 1983年
高等教育施設の卒業生 126. 1 343.3 630.8 713.4 817.3 849.5 
内 訳
工業・建設 24.2 95.2 214.2 260.0 303.0 312.0 
輸送・通信 5.9 16.1 28.2 33.3 40.6 42.0 
農 業 10.3 34. 7 68. 7 62.6 75.3 81. 6 
経済・法律 5. 7 25.0 50.9 60.5 66.3 69.6 
保健・体育・スポーツ 17.4 30. 7 42.9 53.9 60.4 62.6 
教 三月t三 61. 6 139.1 219.2 235.3 263.3 272. 7 
芸術・映画 1.0 2.5 6. 7 7.8 8.4 9.0 
中等専門教育施設の卒業生 236.8 484.5 1033.3 1157.0 1274. 7 1265.6 
内訳
工業・建設 21. 7 189.9 418.2 451. 0 472. 1 456.6 
輸送・通信 8.3 36.6 92.0 104.4 99.8 
農 業 21. 5 80.2 144.4 178.0 209.5 200.2 
経済・法律 7.2 56.5 132.8 158.5 187.4 191. 9 
保健・体育・スポーツ 90.4 64.2 135.6 137.1 151. 8 155.8 
教 育 85. 7 48.9 105.3 114.2 122.4 134.6 
芸術・映画 2.0 7.2 18.1 26.2 27.1 26. 7 
出典: Hapo瓦Hoe X03ﾟ HCTBO CCCP B 1983, CTp. 504. 
(15) CBO耳 a8KOHOB CCCP , T・ a， CTp. 396. 
(16) í専門家は， 28の専門に関して，総合大学教育をうけている qj (3KOHOMHK8 TpYA8, Ilo耳 P明. A. 
l\y耳pßB~eB8， CTp. 405. 
(1カ CBO且 a8KOHOB CCCP, T ・ a， CTp. 2t4. 
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ソ連邦では，専門家が計画的に養成されているだけではなく，国民経済の諸部門や地域ごと
に計画的に配分されている。すなわち，国家が，経済的・社会的発達計画に応じて，それぞれ
の企業，建設場，機関，組織(以下企業に代表させる)lr.，専門家への需要を考慮して，必要な
人数の専門家を派遣してい Al! 乙れは専門家の中央集中的配分システムであり，「国家的配分」
と称せられている。ここには，「若年専門家に計画的に仕事を提供することはソ連邦憲法が認
めたソビエト市民の労働権の保証の 1 つであり，若年専門家が任務に応じて働くことはソビエ
ト市民としての若年専門家の義務で、ぁぬとの前提がある。そして同じく国家的配分がお乙な
われている職業技術教育施設の卒業生の場合と比較すると，一般的に言えば，その配分が地方
的な性格をもち一定の行政地区あるおは経済地区に限定されていたのに対して，高等教育施
設や中等専門教育施設を翠業した若年専門家の配分はより幅広く，一定の地域や共和国の粋を
越えることも珍しくない。
このような計画的な配分制度は1928年と 1929年の党中央委員会総会の決議によって「歴史的
に」 (2弘足したものである。そしてその後，この制度はいく度となく変更が加えられてきた。
現在では，党25回大会の決定をうけて， 1978年 1 月 27 日にソ連邦閣僚会議によって〈専門家の
養成計画の改善と高等教育施設と中等専門教育施設の卒業生の国民経済で、の利用改善について〉
が決議され， 1980年 7 月 22日には，「高等教育施設と中等専門教育施設を終了した若年専門家
の共和国間配分そして個人別配分に関する規定」が，ソ連邦法務省の合意のうえで，ソ連邦ゴ
スプラン，ソ連邦高等・中等教育省，ソ連邦労働・社会問題国家委員会によって，承認される
l乙し、 fこった。
高等教育施設と中等専門教育施設の卒業生は，ソ連邦ゴスプランの指導のもとで，教育期間
中に習得した専門や技能資格に一致した共和国間および省間配分という基本原則氏支えられて，
一定の計画に依って，個人別に，配分されている。この計画とは(国民経済諸部門の科学的に
根拠ある専門家充足ノルマチーフと専門家向け職種の標準ノメンクラトウラにもとづいておこ
なわれる)ソ連邦省庁と連邦共和国閣僚会議の提案や卒業生と専門家への追加需要に関する情報
を基礎として，専門(専門グループ)ごとに，作成されたものであり， 1 ~ 3 カ年計画や 5 カ
年計画(高等教育をうけた専門家)と 1 カ年計画(中等専門教育をうけた専門家)がある。
若年専門家の就職(配分)は，その計画を基礎として，つぎのように具体化されと
(18) CM. , p;. tIynpyHoB, YK8B. COq.; CTp. 109. 
(19) C60pHHK HOpM8THBHbIX 8KTOB 0 Tpy且e，可8CTh 1, CTp. 218. 
(20) p;. tIynpyHoB, YK8B. COq. , CTp. 109. 
(21) 以下は「…・…・配分…規定」を筆者の理解に従って解説したものである。 CM. ， CBO且 B8KOHOB CCCP, 
T. B, CTp. 247 ~ 259. 
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ソ連邦ゴスプランが定めた手続きに従って，
1.高等教育施設と中等専門教育施設は，所属省庁l乙，所定の期間内 l乙，計画期の専門(専門
グループ)ごとの卒業生の人数を知らせ，同時に，彼らが習得した専門の成績，家族状況，
居住地等々を考慮に入れた最も合目的的な派遣提案 (peKOMeHJJ;an;ßß) を提出する。
企業は，専門ごとに専門家への追加需要を計算し，所定の期間内に上級組織へ提出する。
II. ソ連邦省庁と連邦共和国閣僚会議は，①の資料を分析総括し，①専門家への追加需要を，
教育水準ごとに，専門(専門グループ)ごとに，地域別にまた所轄省庁別に，計算した書類，
②高等教育施設と中等専門教育施設の卒業生情報と彼らの最も合目的的な配分提案，③必要な
参考資料を，ソ連邦ゴスプランに，提出する。
ill. ソ連邦ゴスプランは，⑨の資料を基礎として，ソ連邦省庁と連邦共和国閣僚会議の参加の
もとで，計画案を作成し，その計画を承認し，計画課題を，ソ連邦省庁と連邦共和国閣僚会
議へ，伝える o
N. ソ連邦省庁と連邦共和国閣僚会議は，ソ連邦ゴスプランが計画を承認して 2 カ月以内に，
①(管轄下の)企業，共和国省庁，自治共和国閣僚会議，人民代議員地方・地区・市執行委
員会ごとに，若年専門家配分計画を作成承認し，承認後10日以内に計画指標をそれら機関に
伝える。
②高等教育施設や中等専門教育施設から計画的に他の(所属外の)ソ連邦省庁や連邦共和国
閣僚会議に割りあてられる若年専門家の配分計画を作成承認し，承認後10日以内に，これら
の計画指標をそれぞれの省庁や閣僚会議に伝える。
V. 計画的に若年専門家が派遣される省庁は，⑮の計画をうけとって20日以内に，教育施設が
所属する省庁に，割りあてられる若年専門家の経済地域や工業中心地ごとの派遣予定資料を
伝える。
VI. 高等教育施設と中等専門教育施設が所属する省庁は，
①関係省庁(すなわち，派遣先の企業の省庁)の参加のもとで，地域ごとの若年専門家配分
予定と教育施設の配分提案を考慮したうえで，個々の教育施設ごとに計画を作成し承認する。
そして， 2 週間以内IL.，管轄下の教育施設に詳細な計画課題を伝える。②同じ時期に，専門
家の派遣が予定されている省庁に，高等教育施設と中等専門教育施設の一覧表(それらの施
設から派遣される専門家の人数を専門ごとに集計した資料を付けて)と合理的な利用提案を
伝える。
VJ[.若年専門家が派遣される省庁は，
①Hの資料をうけとって 1 カ月以内に，管轄下の企業ごとに配分計画を作成し，承認し，そ
れを企業l乙伝える。
②そして同時に，高等教育施設と中等専門教育施設が所属する省庁に，指示された期日内に，
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仕事場所，企業の名称とアドレス，職務，賃金額，住宅条件を伝達し，教育施設にもそのコ
ピーを渡す。
そして，若年専門家は，それぞれの教育施設において，つぎのように配分(派遣)されてい
る。
高等教育施設と中等専門教育施設を終了する若年専門家の個人別配分は，卒業 4 カ月前ま
でに，個々の専門ごとに，ソ連邦閣僚会議が定めた期間内に，おこなわれる。個々の教育施
設の指導者が，計画と若年専門家の仕事場所一覧表を受領した後，個人別配分実施に必要な準
備活動にとりかかりつぎのことを組織する。①「…配分…規定」を卒業予定者に周知せしめる
こと。②教育施設の卒業予定者に個人カード(四日a.ll KapTO'IKa) を準備すること。必要な場合
には，健壊状態，家族状況等々の資料を，個人カードにつけ加える，③すべての卒業予定者に
専門と技能資格に応じた仕事場所を保障すること。④教育施設の社会的組織と協力して，個
々の卒業予定者に仕事の指定勧告を準備すること。⑤翠業予定者にその(指定)企業の仕事の性
格と労働条件を知らしめること(可能ならば，派遣先の企業の代表者あるいは関係省庁の代表
者の参加のもとでおこなわれる)。⑥関係省庁と協力して，特殊な労働条件や気候と結びついた
仕事を指定できるか否かを判断するために健康診断をおこなうこと。そして，配分委員会によ
って若年専門家の個人的配分が具体的におこなわれている。このメンバーは，教育施設の学長
(代理) [委員長J ，主要講座の代表者，教育施設の社会的組織の代表者，主要派遣先企業の所属
省庁の代表者であり，人民代議員地方ソヴェ卜の執行委員会の代表者，学部の代表者，社会科
学溝座の代表者がメンバーとなる乙ともある(乙のメンバーはそれぞれの教育施設が所属する
省庁によって承認される)。宰業予定者が 500人を越える教育施設では，個々の学部あるいは複
数の学部ごとに，配分委員会を設置することが認められている。
委員会は卒業予定者の資料(寺門，技能資格，学業成績，家庭の事情，健慶状態，科学研究
および社会的活動への参加)を検討し，将来の仕事についての卒業予定者の個人的希望が聴取
され審査された後，委員会の名前で，委員長によって，本人の出席のもとで，派遣提案 (rrpeAJI­
omeHHe MOJIOAOMY Crren;H8JIHCTY 0 H8rrp8BJIeHHH H8 p86oTy) がおこなわれる(この決定は多数
決による)。この時に，仕事場所(企業の名称) ，職務，賃金，住宅条件等々が，知らされる。
卒業後 5 日以内に，若年寺門家は，卒業証書とともに，派遣証明書 (YAOCTOBepeHHe 0 H8rrp-
8BJIeHHH H8 p86oTY) と支度金を支給される。乙の派遣証明書は若年専門家が企業の管理部と
労働契約を締結するための基礎資料である。若年専門家は派遣先の企業で 3 カ年勤務すること
を義務づけられているが，乙のことは同時に，企業側とすれば，管轄省庁の許可なしに若年専
門家を解職できないことを意味している。ただし，つぎの場合には 3 カ年未満でも離職できる
ことになっている。選挙による職務(党活動，ソヴェト活動，組合活動，コムソモール活動)
に移った場合，高級軍人やソ連邦国家安全委員会およびソ連邦内務省に勤務する夫(妻)が新し
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い勤務地に移る場合， 1-2 種障害の両親と同居しなければならなくなった場合，本人が 1-
2 種障害者になった場合。
4. 企業の自主採用
学卒者の採用とはいわば「定期採用」であるがその割合は後でみるようにわずかであり，ソ
連邦の個々の工業企業は，主として，それが立地している地方の住民によって，その労働力不
問 F
足を解消している。乙のいわば「随時採用」ともいうべき企業の自主採用が，今日でも，労働
力再配分の「基本形態?で、あり「最も意味のある形態アで、ある。乙のととは数字によって量的
に容易に説明される。すなわち，企業の自主募集によって採用された従業員が所与の企業であ
らたに採用される働き手全体に占める割合は，国民経済の部門によって若干異なるとはいえ，
75-95%を占めているのであま!例えば，ロシア共和国では， 1968-73年ι 工業附いて採
用された労働者全体の86-88.8%は企業の自主採用はるもので、あっ d! また ， 1980年には，
労働力配分の組織構造がつぎのようになっていた。この表からわかるように，企業の宙主採用
が77.8% を占めている。いずれにしても企業の自主採用が支配的な役割を果たしている乙とは
明白である。
表22 ロシア共和国の労働力配分の
組織形態の構造 (1980年)
組織形態 割合(%)
労働者の組織的募集 0.7 
農業移住 0.2 
若年者の就職斡旋 2.8 
ßTY卒業生の配分 9.3 
BY3卒業生の個人別配分 1 .9 
CCY3卒業生の個人別配分 3.0 
移 動 3.8 
倒 「社会主義企業は，その企業が労働者や工業生産人員のその他の働き手を自立的に募集する乙とができる
以上，補充人員への欲求を主として地方住民によって充足させている~ (1I.lIeTp凹eHRO 1 APY., YR8B. 
ω'1.， CTp. 246.) 
附 T8M lKe. 
(24) OCHOBLI 3ROHO阻RII TPYA8, cTp.34. 
(25) T8M lKe. 
側 A. KOTnøp, CO~1I8nB伺B'IeCROe p8偲peAeneHBe p8伽鴨量 E即日. CTp. 30. 
ソ連邦就職斡旋制度(1 ) 
組織形態
社会的アピール
企業の自主採用
その内就職斡旋所を経
たもの
総計
割合(%)
0.5 
77.8 
9 .7 
100 .0 
出典: A. I\OTJUlP , CllCTeMa TpyJl;OyCTpollcTBa B 
CCCP, CTp. 53. 
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このように企業の自主採用が広く実践されているのは，それが，他の組織形態と比べて，欠
員数l乙応じて雇用量を適時に変える乙とができ効率的であり，イニシアティブや自主性を発揮
(27) 
する可能性が高いという点で，企業にとって魅力的であるからである。しかしながら，この形
態は同時にいくつかの間題点を抱えているのであり，その有効性が問われそれを補うべくいく
つかの処置が講じられている。
側
ここで，サルハノフによって就職あっせん機関の 1 つとして位置づけられている「人事部J
(OTJl;eJI Ka岬OB) について簡単に触れておく。
(2司
人事部はソ連邦企業において最も伝統的な部の 1 つであり， 1930年代に，労働力の雇用と
帥
いう現実的な課題に応えて，設置された。だが現在では，当然のこととして，「生産と管理
の効率は，企業の人事部局の義務にはいる，適正な選択，配分，訓練の組織，技能資格の向
上，教育，仕事の評価およびその他の問題ι 益々，規定されていおとの認識のもとで，
人事部の役割は著しく高まっている。従って，その基本的機能は働き手の採用と解雇に限定
されずに多岐にわたってきている。乙のためか，「人事部の活動水準が，いまだ，多数の企
業において，現代の生産の要求を完全に照応していない，ということを認めなければならな
(32) 
し、」現実下にあり，かなりの改善を必要としているようである。
閉店BUlKeHue pa60qux Ra，且pOB， CTp. 240. また，ぺトロチエンコによれば，この形態の「積極的側面は，仕事に
就く労働者の大多数がすでに職種や専門を有している乙とである。(従って，彼らは極めて短期間の再
訓練を必要とするにすぎない。) J (I. IIeTpoqeHRo, Y Raa. ∞司・， CTp. 246.) 
。8) CM. , 3. CapyxaHoB, YRaa. Co司.， CTp. 79-81. 
間 CO~・ TPYA， 1979, No.4 , cTp.86. 
(30) E. BOUqeHRO, YRaa. ∞'1.， CTp. 31. 
(31) TaM lKe. 
。2) Co~ ・ TPYA， 1979 , No.4 , CTp. 86. 
72 宮坂純一
ソ連邦の労働力配分の組織形態には，コトリヤルによれば;23) つぎのような共通の特徴が存在
している。
(1)働き手が生産集団に直接参加するまえに，配分される人員があらかじめ組織的に形成され
ていること(すなわち，人員が必要な人数と構成のもとで選ばれているL 乙れは，それぞれ
の法的形態(例えば，組織的募集の場合の労働契約，移住の場合の移住証の作成，社会的ア
ピー lレや普通教育学校の卒業生の就職あっせんの場合の優待券の発行，専門家配分の場合の
辞令HarrpaBJIeHße の交付，移動の場合の命令と労働手帳への記載)によってお乙なわれる。
(2) 就職あっせん機関と然るべき契約を締結した働き手は定められた期間内に前以って決めら
れた作業域へ到着しなければならない乙と(乙れは契約に明記されているL
(3) 派遣された働き手は，あっせん機関との契約で決められた勤務場所に到着した場合，そこ
で採用される乙とが保証されている(拒否された場合，働き手は，一定の手続きのもとで，
採用を要求する権利をもっている)。
(4) 労働力への需要を感じている経済機関や地域に対する要員の補充の必要性を考慮した国家
管理機関によって作成された課題に一致しているとしサ意味で，労働力配分が直接に計画的
な性格を有していること。
(5) それぞれの組織形態で配分された働き手には様々な種類の特恵が与えられている乙と。
(6) 労働力配分をおこなっている機関には予算から融資がなされている乙と。あるいは社会的
組織の資金から融資がなされている乙と。
だが，「最も大衆的な組織形態」であるとされている企業の自主採用には，上述の特徴のな
かで， (2) と (3)の特徴が完全にあてはまり， (1)が部分的にあてはまるにすぎない。コトリヤルに
よれば，乙のような特徴が，企業の自主採用という組織形態を，その他の組織形態と比べて，
かなり非効果的にしているのであるア
この乙とはつぎのような組織形態の比較分析によってもある程度あきらかにされている。比
較の指標はつぎの 4 つである。①仕事に就くまでの失職期間 (rrepephlB B pa60Te)。乙れはいわ
ば当該組織形態の実行力 (orrepaTßBHOCTb) を示している。②就職先の企業の仕事を自己の将来
と結びつけている人々の割合。乙れは要員の潜在的流動性と定着の見通しを示している。③就
職して職務を変えた人々の割合。乙れは要員の利用効率の低下を意味する。④就職先で見習工
として採用された労働者の割合。乙れは配分された働き手と企業の要求水準の不一致を示して
いる。この結果が次表である。
(3) CM. , A. ROTJlJlp. ClICTeMa Tpy耳OCyTpollcTBa B CCCP , CTp. 54; 瓦BlIlKeH lI e pa6o'leﾟ  ClIJlLl B KpyIIHOM ropoAe, 
CTp. 193 -194. 
(34) 耳BlIlKeH lI e pa60司eß ClIJlLl B KpyIIHOM ropoAe, CTp. 193-194. 
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表23 様々な組織形態を媒介とした労働力配分過程の若干の比較特徴づけ⑨
所与の組織形態 所与の組織形態 当該組織形態lζを媒介して配分 を媒介して配分 よって配分され仕事lζ就くまで された人々に占 された人々に占 た人々に占める組織形態 ランク める，所与の企 ランク める，所与の企 ランク 見習工として採 ランクの失職期間，日 業の仕事l乙自己 業への就職にあ 用された労働者の将来を結びつ たって職種を変 の割合側けている人々附 えた人々(%)
移 動 1 1 . 3 3 56 .8 l 36 .3 5 1 . 7 2 
IITY , TYの配分 1 1 41 .8 4 10 .8 1 1 . 9 3 
若年専門家の配分 l l 30 .2 7 1 5 . 1 2 1 .6 l 
若年者の就職あ 29 . 1 5 45 .0 3 31 .3 4 27 .9 7 っせん
企業の自主採用 26 .9 4 56 .5 2 5 2 . 1 7 1 2 . 1 6 
社会的アピール 37 .3 6 32 .9 6 47 .8 6 11 .4 5 
組織的募集 70 .2 7 37 .5 5 2 1 . 9 3 3 .6 4 
出典: A. KOT四p， CHCTeMa ⑤これは1976年，オリヨール市の26の工業
企業を対象に実施された。 Tpy瓦OyCTpOßCTBa B CCCP, CTp. 59. 
労働力配分組織形態 平均ランク
日TYやTY修了者の配分移動 2 .25 
移 動 2 .75 
若年寺門家の個人的配分 2 .75 
若年者の就職あっせん 4 .75 
組織的募集 4 .75 
企業の自主採用 4 .75 
社会的アピール 5 .75 
この表は色々な乙とを示している。例えば，失職期間は組織的募集や社会的アピールの場合
に長くなっているが，これは，主として，それらが地域間再配分をともなっているからである。
見習工 (y可eHßK) として採用される労働者が若年者の就職あっせんl乙多数みられるのは，彼ら
が普通教育学校出身で職種を習得していないためであろうか。 IITYやTY の出身者および専門
家に職種(専門)を変えた人々が少ないのは，一定の教育施設で取得した職種や専門に一致
した推せんがおこなわれている結果であろう。そしてまた同時に，この表は労働力配分組織形
態のいくつかの欠陥を反映している。例えば，企業の自主採用者のなかにも失職期間が長いこ
と(企業の自主採用は主として地域内採用であるにもかかわらず) ，社会的アピールや企業の
自主募集で採用された人々のなかに職務を変えている人々が多数みられること，全般的に(特
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に移動と企業の自主募集によって採用された人々のなかで)要員の潜在的流動性が高くなって
いること等々が，それである。かくして，企業の自主採用がかなりの改善を必要としている乙
とがあらためて確認される。
乙乙で労働力配分の組織形態の 1 つである移動 (nepeBO瓦)に触れておく。これは働き手の
完全な自発性同とづくもので、あり?部門内移動は直接省庁によって実施され，部門間およ
び産業間移動は連邦共和国の国家労働委員会によって組織されている。乙の形態は新開拓地
や新しい企業l乙経験豊かな要員を補充するためにヨク利用されている。例えば，これは，石
炭業，治金業，採油業等々で幅広く実践されており，移動によって採用される人々の比重は
6~9% (工業平均は 4%) に及んで、いるれこだし，乙の組織形態のもつ「客観的可能性」
(仕事の中断期間や職種の変更が企業の自主採用よりも低い乙と)が，移動の90%以上が中
央集中的統制なし附乙なわれている乙とと関連して，完全に実現されていない?と批判さ
れている。
学卒者の計画的配分はいわば「定期採用」であり，いわゆる「随時採用」の代表形態が企業
の計画的な自主採用である。この企業の自主採用という組織形態の特徴として，そこに計画的
原理と非計画的原理が結合している乙とが，再々，指摘されている?確かι 計画経済下の社
会主義企業には一定の計画性が貫徹してい屯。なぜならば，すでに示した労働力バランスから
もわかるように，生産プログラムの遂行に必要な働き手の人数そして彼ら採用予定者の職種，
技能資格構成が，計画的に，予定されており，さらには労働力補充の源泉の点でも労働資源の
利用に計画性を見出す乙とができるからである。しかしながら，計画的原理は乙乙で終了する
のであり，企業の自主採用によって変容せざるをえない。要員の補充形態に組織性と計画性を
明白に見出せるのは，基本的には，学卒者の配分であり，ついで組織的募集，社会的アピール，
移動そして就職ビュローを経た就職(後述)が「社会的に組織的な再配分ア)と評価されているだ
けであり，企業の自主採用にはそのような性格が妥当しないのである ol
(35) A. KOTJlØp, Pa60哩aø CHJla B CCCP, CTp. 133. 
附 OCHOBY 8KOHOMH悶 TpYAa， CTp. 35. 
。カ A. KOTJlØp, CHCTeMa TPYAOYCTpOHCTBa B CCCp, CTp. 56. 
(38) CM., TaM æe, CTp. 54; OCHOBY '9KOHOMHKH TPY耳a， CTp. 34. 
(39) a. CapyxaHoB, YKaa.ω哩.， CTp. 79. 
側 あらためていうまでもなく，企業の採用計画が国民経済の計画化の一環であるという点では，まぎれもな
く企業の自主採用も労働力の計画的配分のー形態である。例えば，ヤゴドキナは，「労働力の計画的配分は
…実践的には…労働力バランスを媒介としてお乙なわれている」との理解のもとで，その基本的形態として，
若年専門家の配分，組織的募集，移住，社会的アピール，企業の自主採用，移動等々をあげている。 (H.
ßrOAKHHa, Bo四POH樋OACTBa pa60鴨量 CH四時Eω~Ha呂田Me， MY侃1>， 1979, CTp. 143.) 
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企業の自主採用の源泉は希望退職者あるいは労働規律違反のために解職された労働資源であ
る !l)従って，企業日つては，基本的には，彼らがどこからやってくるのか? あるいは彼ら
の職種や技能資格がどのようなものなのか? を予想することは不可能なのである。この意味
で，企業の採用計画の実現は必ずしも保証されていないことになり，たとえ量的(形式的)に
は計画通りの採用が実現されたとしても質的には(補充された要員の職種構造という内容の点
では)計画にほど遠いという結果を呈することもあり，そのため企業にとっては再訓練が必要
となり，採用された従業員も労働に不満をもち，潜在的な流動性を秘めることになる。企業の
自主採用の根底には，企業が自主的に採用する人々の大多数が他の組織から解職された人々で
あるという事実が横たわっている了)例えば，ロシア共和国では，企業の自主採用者の60~80%
が他の組織から解職された人々で、あった了)かくして，いわゆる流動性水準の高きが企業の自主
採用の背景となっているのであり，企業の自主採用が「量的l乙」支配的な位置を占めているこ
との内容はまさにソ連邦において流動性が高いという乙となのであるア
このように(社会，企業，個人の利害の統ーを保障する)計画的な労働力配分・再配分が完
全に保障されているとはいいがたいのが現実であれ国民経済的に重要な部門(企業)への要
員補充を困難とし社会全体の利害と矛盾し，また同時に必ずしも企業の利害とも合致していな
い，企業の自主採用という「自然発生的なjV働力配分形態が，かなりの位置を占めてきたの
であった。ただし，今日では，そのような企業の自主採用を補完する労働力配分組織形態とし
附て位置づけられるいくつかの配分経路が存在し計画性永準を向上させている。例えば，労働機
関 (opraH rro TPYAY) の管轄下にある組織的な就職あっせん業務，社会保障機関によって組織
付1) OCHOBhI 3KOHOMHKH TpYAa, CTp. 34~35. 
付8 採用全体に占める企業の自主採用の比重と要員の流動性水準
企業グループ 流動性係数 自主採用の グループの比重 企業数
I 20.5まで 80.9 14 
E 20. 5~30. 5 86. 7 8 
阻 30.5以上 99.9 4 
出典: A. KOTJlHp, CHCTeMa TpYAOYCTpOHCTBa B cccp, CTp. 55. 
附 A. KOTJlHp, CHcTeMa TPYAOYCTpoHcTBa B CCCp, CTp. 54. 
同 「企業の自主採用の支配的役割は，国民経済の労働力再配分において流動性水準が余りにも高いことに，
主として，条件づけられている qj (TaM lKe, CTp. 54.) 
山) ，.企業の範開を越えて遊離した働き手の再配分は，大多数の場合，自然発生的に生じている oJ (B. TpHT-
OpbHH, OpraHHBOBaHHoe rrpHB耳目eHHe K明pOB Ha rrpoH8Bo耳CTBO ， Co~. Tpya, 1983 , No.8 , CTp. 67.) 
(46) A. KOTJl Hp, CO~HaJl HCTHHecKoe pacrrpeAeJleHHe pa60司ell: CH Jlhl , CTp. 53. 
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される年金者就職あっせん，予備軍にまわった軍人の就職あっせん促進が，それである。そし
て，これらのなかで最近最も重要視されているのが就職あっせん所(叩ym6a TpYAOCYCTpOHC-
TBa) であり?乙のことは数字でも示されている。
表24 ロシア共和国の1970-80年の
労働力配分組織形態の動き
(1970年を 100とする)
組織形態 1975年 1980年
組織的募集 99.6 98.0 
農業移住 93.3 87. 1 
若年者の就職あっせん 83.3 53.1 
IITY卒業生の配分 123.6 140.6 
BY3卒業生の配分 127.8 149.0 
CCY3卒業生の配分 126.5 136.3 
移 動 84.2 79.2 
企業の自主採用 91. 2 86.2 
(その内 ) 就職あっせん業務 191. 3 245.9 
出典: A. KOTJIJIP, CHCTeMa TpYAOYCTpOHCTBa 
B cccP, CTp. 56. 
かくして，企業の自主採用は今後もソ連邦の就職あっせん制度において支配的な役割を果た
していくと思われるが?同時に，企業の自主採用の比重の低下傾向も確実にみられる。これは
就職あっせん所を媒介として企業に採用される人々の割合の増加と表裏一体の現象であり，こ
れらの現象は「好ましいJ r無条件に肯定できるもの?で、あると位置づけられ，「企業の自主採
用下の就職あっせんの質を高めることを可能としている?と評価されている。つぎの節では，
乙の就職あっせん所を代表している就職ピュローについて触れる乙とにする。
性7) 年金者も労働力不足の今日益々重要な補充源泉として注目されてきている。例えば， A. UI8p8n8HoBcKßß, 
A. 瓦L1CKUß ， 06 吟やÐKTUBHOCTß TpYA8 nﾐHcﾟ oHﾐpoB H8 npOMLlilJlﾐHHLlX npÐAnpußTßßX, Co~. TPY且， 1974, 
No札 CTp. 133-5 参照。
附 「企業の自主採用は乙れからもかなりの聞にわたって(労働能力ある住民の可動性の今日の水準が維持さ
れている間は)労働力配分の最も重要な(aH8'1ßTÐJlbH Llß) 形態である，と仮定できる J (A. KOTJlßp, Cﾟ CTﾐM8 
TPY耳OYCTpOßCTB8 B CCCP , CTp. 53. 
附 T8M lKÐ, CTp. 56. 
側 「就職ビュローを通した住民の就職あっせんは，企業自身による労働力募集のメカニズムを補完し，その
計画性の程度の向上を保障する，組織形態であるJ (A. KOTJlßp, CO~U8J1ßCTU'IÐCKOÐ p8cnpﾐAﾐJlﾐHﾟ ﾐ p86o'lﾐﾟ  
Cß JlLI , CTp. 31 ~32.) 
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5. 就職あっせんビ、ユ口一採用
就職あっせんピュローとはいわば資本主義諸国の「公共職業紹介所」に相当するものであり，
ソ連邦では，この就職あっせん所は 2 つの発達段階を経て今日回っている !1)附7年に，住民
の就職あっせんl乙関するすべての活動が労働資源利用機関に集中させられた了)乙れが第一段階
である。それ以前には個々の企業によって個別的に実施されていた生産』情報特に要員への需要
に関する情報が整理され，いわば集中管理化されたのである。この段階は「情報センター」と
しての性格を強く帯びていた。そして， 1969年に，就職あっせん所は第二の段階にはいった。
すなわち，「就職あっせんセンター」への改組で、ある?
労働資源利用機関とは，各連邦共和国の「閣僚会議附属労働資源利用国家委員会J および
その地方機関としての各自治共和国の「閣僚会議附属労働資源利用局」そして地方や州の「
地方(州)勤労者代表ソヴェト執行委員会附属労働資源利用部」の総称であり， 1967年から活
動をおこなった。そして1976年に，ソ連邦労働・賃金問題国家委員会 (1955~76年)がソ連
邦労働・社会問題国実委員会(通称ソ連邦労働国家委員会)へと改組され，それと同時に，
上述の連邦共和国労働資源利用国家委員会も連邦共和国労働国家委員会へと改組され，ソ連
邦において統一した労働機関システム (eAlIHaß ClICTeMa OpraHOB no TPYAY B CCCP) が形成
(54) 
されるに至った。
1969年に，人口10万人以上の都市1[，住民の就職あっせんと情報に関する特別ピュローが組
織された。これは，ロシア共和国では， 9 都市(アルハンゲリスク，ウラジミール， トウーラ，
ウーファ，クラスノダール，スターヴォポリ，クィビシェフ， トムスク，チェルカースク)に
創設された。そしてその後急速に拡大し， 1975年 3 月までに，ロシア共和国では， 114都市に
附年現在では凶都市lJ)従って実際は，町人以上のすべての都市附いてこれが現在
で、は機能している?この機関が市住民就職あっせん』情報ピュロー (rO阿CKoe 6ropo no TpYAO-
(51) a. CapyxaHoB, YKaB.ω哩.， CTp. 96. 
(52) OCHOBhI l3KOHOMHKII TpYAa, CTp. 33. 
(53) ただし， 1917年から 1930年にかけて「職業紹介所J (6HplKH TPYAa) が存在していたことを考えると， 「復
活」として位置づける乙とも可能である。
(54) CM. , Tpy且OBoe npaBO, CTp. 97. 
(5) a. CapyxaHoB, YKaa. CO'l., CTp. 94. 
(56) A. KOT四P H APY. , IIpo6四MhI∞BepmeHCTBOBaHHß '1lIY耳OYCTpOIl CTBa HaceJIeHHß, Co司. TpYA, 1975, No.3 , 
CTp. 110. 
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yCTpOHCTB uacene即日時OpM~HH) で、ぁ皮具体的には，モスクワ(オリョル，レニングラ
ード，ゴーリキ一等々)市住民就職あっせん情報ピュローの名称で，独立採算制原則のれで，
活動をお乙なっている(以下ピュローと略す乙ともあるL 独立採算制の組織であるという乙と
は，乙のピュローが，住民への情報提供や市民の就職すいせんというサービスに対して企業や
組織(以下企業と略す)から徴収した資金によって，維持されている乙とを意味してい d!
住民就職あっせん情報ピュローは，行政単位(都市)の範囲内で，個々の地域の経済の釣合い
のとれた発達と市民の利害を考慮に入れて労働力の異動を調整し，人口動態的状態に深く注目
し，企業(組織)の要員への需要を分析し，未利用労働資源を発掘して生産へと引き入れ，労働
力利用の統制をおこなう役目を有した，就職あっせん機関で、ぁ 2! すなわち，各連邦共和国に
は，連邦共和国閣僚会議附属労働国家委員会が設置されている。そしてその地方機関として，
自治共和国の労働国家委員会や地方 (Kpa並)・州 (o6nacTI，)・市人民代議員ソヴェト執行委員会
附属労働管理局(部)が設置されている場合には，ピュローが，その附属として，その直接の指
導と統制のもとで，活動をおこなっている。またそのような地方機関が存在しない場合には，
ピュローは連邦共和国の労働国家委員会に直接従属し，具体的には，その附属である住民就職
あっせん』情報中央ピュローの指導のもとで，活動をおこなってい d!
就職あっせんピュローは，原則として， 3 つの部門から成っている。すなわち，統制・経済
分析部門，就職あっせん部門，そして情報部門である。第 1 部門では，企業の従業員数および
従業員の合理的利用への統制がお乙なわれ，企業から空席情報を入手し，様々な分析活動がお
こなわれている。そして第 2 部門が，企業から入手した情報を基礎として，市民の就職あっせ
んに直接従事している。また第 3 部門では，その都市の企業の空席情報カードがピュローを訪
れた人々に公開掲示され，地方新聞やラジオ・テレビでピュロー活動を宣伝するための資料が
作成されている。
間 1977年には，市ピュローは，アゼルパィシャン共和国を除いて，すべての連邦共和国において (372都市)
機能するに至った。 (E. MarBHItKa?H APY句 YKaa. ∞q.， CTp. 108.) 1985年のある著作では，全国の 800以上の
都市と区で乙のピュローが機能している，と云われている。(COItHIIJIH醐 H TPYA・ CTp. 2.) 
(58) r住民就職あっせん情報ピュローは独立採算制を基礎として組織され機能している。J (E. BOHqeBKO, YKaa. 
∞司.， CTp. 77.) 
側 OCBOBLI 8KOBO阻KH TpYAa, CTp. 34. r料金」は個々の連邦共和国の価格国家委員によって独自に決められて
いる。例えば，実際に採用された労働者一人に対して，企業は，ロシア共和国では 2.9ルーブル，ウクライ
ナ共和国では 3.6ループ'ル，エストニア共和国では 3.5ルーフ"ル，白ロシア共和国では 5.4ループ‘ル，リト
ピア共和国では 7.8ルーブル等々を支払う計算になっている。 (CM. ， H. Ma伺OBa， C.ny頑a TpYAOYCTpoHcTBa: 
TeBAeBD;H?pa畑町田 H nYTHωBepmeBCTBOBaBHø ， COIt・ TPY耳， 198, No.7 , CTp. 68.) 
(60) :3. CapyuBoB, YKaa.ω可.， CTp. 95. 
(61) CM., TaM me. 
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市ピュローは，乙れらの部門を中心として，活動をおこなっているのであり，その具体的内
容はつぎのようにまとめられと
(1) 労働者や職員への企業の需要に関する情報を集中管理する乙と。ビュローには，企業がい
かなる省に属するかに関わりなし企業を訪ねて様々な情報を収集する権利が与えられている。
ピュローは企業から入手したこれらの情報を基礎として，部門ごとに，未だ埋っていない作業
域の職種カード (rrpoやeCCllOHaJIbHaJI KapTOTeKa) を作成する。乙のカードには，個々の企業ごと
に，最大10指標について，労働および日常生活条件の特徴が記されている。
(2) 企業における空席の存在について住民に知らせること。ピュローは，乙の目的のために，
地方新聞やラジオ・テレビに，広告をだしている。また，ピュロー内でも，特別掲示板に広告
がなされる。ピュローは，企業の要員需要について住民に情報を与え労働者や職員の就職あっ
せんをおこなうという契約を企業と締結している。ピュローは法人であり，ゴスパンクに口座
をもっている。
(3) 就職あっせんをもとめてきた住民と面接をお乙ない，企業に存在する情報資料を基礎とし
て，その市民が自己の職種・専門・技能資格・個人的希望に一致した仕事場所を選択できる
ように助力を与え，自己の権限内で可能な就職あっせん措置をとること。注意すべきことは，
ビュローがあっせんした働き手が派遣先の企業で必ずしも採用されるわけではないということ
である。ビュローはすいせん状 (HarrpaBJIeHlle Ha pa6oTy) をだすだけであり，それは企業にと
って「義務的なもの」で、はないので、あとまた，就職あっせんされた市民日つでもピュロー
のすいせんは強制的なものではない。ともかく，企業の人事部からの確認 (rrO~TBep)ßJl;eHlle)に
よってはじめて就職あっせんが成功したことになる。
(4) 連邦共和国労働国家委員会が定めた手続きに従って，労働者の組織的募集の実施と住民の
移住の実践に参加する乙と。
(5) 人民代議員地方ソヴェ卜執行委員会附属中等普通教育学校の生徒の職業指導および最上級
生就職あっせん促進委員会と協力して，中等普通教育学校の最上級生の社会的生産への引き入
れ活動をおこなう。
(62) CM. , TaM Me, CTp. 96~104. 
(63) ，都市(地区)のすべての企業は，当年度の11月に，就職あっせんピュローと，次年度に一定の職種と技
能資格を有した労働者を確保することおよび労働資源への需要を特殊な広告台や出版物そしてラジオを通し
て知らしめる乙とについて，契約する。 J (E. BOH'IeHKO, YKaa.ω司.， CTp. 77.) 
(64) 'l 、かなる場合でも，働き手との契約は直接企業によってお乙なわれる。すいせん状は労働法関係発生の
前提にすぎなし刈 (E. MarHH~KaH H 耳py. ， YKaa.ω'1.， CTp. 111.) 
制) ビュローによる「就職あっせんの特殊件ーは，すいせん状が市民にとって義務的なものではないという点に
も存在する qj (TaM lKe.) 
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(6) 企業における教育訓練の実態についての情報を収集し，職業教育の可能性について住民に
情報を提供すること，また住民職業指導中央センターの活動l乙参加すること。
(7) ビュローを訪れた住民の登録をお乙ない企業の労働者への需要に関する情報を体系化し，
乙れらの資料を基礎として，国民経済への労働力保障の改善，流動性の減少，要員の定着を目
的とした提案を作成し提出すること。ビュローを訪れた人々に対して登録カード (yqeTHaH
KapTOqKa : nep骨OKapTa) が作成され，個々の働き手ごとに，性別，最後の仕事場所，勤続年数，
基本職種，退職理由，教育水準，失職期間，年令，居住地に関する資料が，収集されている。
(8) 年金生活者および家事や副業に従事している人々を社会的生産へと引き入れる活動をお乙
なう乙と。
(9) 市民の手紙(提案，申請，不平)を適宜に注意深く検討し，ピュローの権限下にある諸問
題を正しく解決する乙と。
就職ピュローのサービスを利用する企業そして市民の数は着実に増加し，その数は乙のビュ
ローの活動が次第に定着しつつあることを証明していさ!例えば，ロシア共和国では，設立当
初の1969~74年につぎの表で示されるような状況を呈し， 1976年には， 93.3万人がピュローを
媒介として就職し(その内訳は，工業企業K51万人，建設業に12.3万人，商業と共同食堂に6.1
万人，住宅・公共事業および日常生活サービス領域に 4.5万人，農業に1. 1万人，そして他部
門に18.3万人となっている)， 4.6万の企業?組織がどュローのサービスを利用するに至っ辺
そして，ビュローを利用する市民は，中等普通教育学校を終了した未青年や若年者，希望退職
した技能労働者，職員，スペシャリスト，企業に解職された人々，社会的生産に従事していな
かった人々(主婦，年金生活者，一時的に労働能力を失った人々)と，多岐にわたってい弐
表25 ロシア共和国の市ビ‘ュ口ーの活動 (1000人
1969年 1970年 1971年 1972年 1973年 1974年
就職あっせんのために 128.1 586.6 977.0 1126.4 1187.8 1183.2 ピュローを訪れた人々
上述の人々のなかで派 95.2 461. 3 793.3 961. 3 1023.2 1123.3 遣された人々
実際に就職した人々 47.5 251. 4 479.0 654.8 672.9 761. 3 
出典: COD;・ Tpy~， 1975 , No.3 , CTp. 111. 
附 「ピュローを通した就職あっせんは今日企業への組織的な要員補充の最も大衆的な形態となったd (:3. C-
8pyX8HOB, YK8S. ∞'1.， CTp. 105.) 
お7) E. M8rHﾟD;K8n ß 耳py. ， YK8S.ω司.， CTp. 108. 
側 ただし，労働者が大多数を占めており， 1977年には，国全体で，労働者が87.5%，そして技術労働者と職員
員が12， 5%を占めていた。 (CM. ， T8M lRe, CTp. 109.) 
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また，ロシア共和国労働国家委員会中央労働資源研究所の調査によれば，大多数の市民が就
職紹介にあたってのピュローの活動を高く評価している。
表26 就職あっせんビ、ュ口ーの活動に
都市
カルーガ
タンボフ
オムスク
良好
87.6 
93.4 
93. 。
対する住民の評価例)
可
10.2 
6.6 
1.6 
不可
2.2 
5.4 
出典: a. CapyxaHoB, Y Kaa. ， COq吋 CTp. 105. 
事実， 1971-79年にかけて，すいせん率(ピュローを訪れた住民がすいせん状をもらう割合)
が80%から 87%へ，そして同時に，就職率(すなわち，ピュローによって派遣された住民が企
業時用される割合)も 72%から 82%へと高まってきていよ!
すでに指摘したととし就職あっせんピュローは，社会，企業，勤労者の利害の統ーを考慮
以れた計画的な労働力配分方式を探究していく過程で生みだされた 1 つの産物で、あっ f!?
このような経緯をもっ就職あっせん機関としての就職ピュローとその他の配分組織形態との重
大な相違は，ピュローによって派遣された市民が企業で必ずしも採用されるとは限らないとい
うこと，すなわち，「採用の保障の欠女自という事実である。企業の人事部は，ピュローから
派遣される人物に関する一定の書類を受領し検討し，その採否をピュローに伝える。採用を拒
否する場合には，その理由を明確に示す乙とが義務づけられている。また以上の「基本的相違」
のほかにも，住民就職あっせん情報ビュロー制度には，決められた作業域への働き手の追跡の
義務性，配分の直接に計画的な性格，配分される働き手への一定の特恵，予算からの融資とい
った，配分組織形態の一連の特色が，欠けている。従って，この組織形態は「自立的な組織形
態」としては認められず，就職ビュローはむしろ企業の自主採用との関連で位置づけることが
できる。一定の共和国や地万機関の課題を考慮に入れて(すなわち，所与の都市の個々の企業
の要員保障水準を考虐に入れて)企業に市民を派遣しているという意味ではあるが，労働力の
計画的配分が，この組織形態の参加のもとで，可能となったのである。
側 COI~. TpYA. 1981 , No.7 , CTp. 66. 就職ビュローの成果およびその改善万向については， a. CapyxaHoB, YKｭ
aa. ∞'1.， CTp. 104~117 を参照せよ。
(70) CM. , Co~・ Tpy且， 1975 , No.3 , CTp. 110. 
(71) CM.，瓦BlIlfIeHlle pa60司eß CIJIbI B KpynHoM ropo，且e ， CTp. 119. 
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例えば，マスロワ(庇 MacnOBa) は過去15カ年の労働力配分・再配分の組織形態の変化 (27
表)を追跡して，働き手の合目的的再配分の新しい形態である就職ピュローをうまく利用する
ととによって，工業企業への要員の計画的補充の水準が向上した，と評価している。
表27 1967~81年の工業企業への労働者要員補充における
労働力の組織的配分・再配分の割合
(ソ連邦工業企業で採用された労働者総数への割合)
採用労働者数(全体)……
内訳
ビュローのすいせん……
組織的募集
他企業からの移動
その他の組織的配分
形態による
組織的に配分・再配
分された人々
国家機関の媒介なし
に企業自身に採用さ
れた人々
1967年
100. 。
2.2 
3.9 
6.2 
12.3 
78. 7 
1971年 1981年 1971~81年の構造変動
100. 。 100. 。 士17.0
8. 7 22.5 +13.8 
3.8 5.6 + 1.8 
3.2 3.3 + 0.1 
5.1 6.4 + 1.3 
20.8 37.8 +17.0 
79.2 62.2 -17.0 
出典: H. MacnoBa, MoxaHH8M' nepepacnpe瓦eneHHß pa60鴨盤 cHnLl
npH co~anH8Me ， 3KOHOMHKa, t 985, CTp. t20. 
すなわち，企業の自主採用が内包していた計画性と非計画性の矛盾(従って，社会全体，企
業，個人の利害の対立)の解消の途が，就職あっせんピュローの存在によって，ある程度ひろ
がってきたとの解釈でd 企業の自主採用のもとでは配分される働き手があらかじめ形成され
ていないという事態がみられた。だがその他の組織形態では，労働機関が，教育省が，地方ソ
ヴェト執行委員会が，コムソモール組織が，そのような機能を果たしていた。乙の点，就職あ
っせんピュローは，企業との「仲介機関J (nocpeAHH1JaIO~O opraH) として，企業の要員需要と
就職を希望する市民についての情報を整理し，「要員の選択と配置を計画的に実施し，国民経
済と勤労者の利害の調和のとれた結合を達成すお乙とによって，企業の自主採用欣けてい
た機能を果たすのである。かくして，就職あっせんピュローの創設は「企業の自主採用のメカ
間 OCHOBLI 8ROHO踊RH TpYA8. CTp. 35. 
(73) COIl・ TPY瓦. 1975. No札 CTp. 12. 
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ニズ、ムを補完する環の創畠を意味したのであり，企業の自主採用のもとでも，国民経済に有
益な労働力配分・再配分が可能となったので、ぁイ!
ソ連邦の就職あっせん制度が内包している問題は，まず第 1 Ir.，個々の組織形態が様々な機
関の管轄下防仇それらの調整が必ずしも充分附乙なわれていない乙とであ忍従って，
「仲介」機能を，コムソモール組織，地方ソヴェト執行委員会，社会保障機関等々から解放し，
労働国家委員会に集中させ，同時に，労働機関の代表者を，高等教育施設，中等専門教育施設，
職業技術教育施設の卒業生配分委員会に関与させることによって，計画的な労働資源配分の規
模を拡大する方向が提起きれている。
またもう 1 つの改善方向は，組織形態それ自身の改善，特に企業の自主採用と関連した問題
である。ソ連邦の就職あっせん制度に，企業レベルの採用に至るまで，実質的に，計画原理が
貫徹していくか否かは，すなわち，労働力配分・再配分の計画性水準 (ßn8HOMepHOCTL) の向上
は，企業の自主採用の比重の低下(これは教育施設における職業指導の徹底化による学卒者の
流動性の減少を意味するとともに，人事管理のあり方が改めて関われることになる)と同時に
就職ピュローの役割の強化によって保障されるので、ぁ沢ピュローの存在は今後益々重要性を
増すものと思われる。
6. おわりに
ソ連邦の就職あっせんは労働契約の締結で、記録されd! 労働者や職員は，自由意思で締結し
た労働契約を基礎として，企業で、働いていと
労働契婦も内容は 2 種の契約条件から成っている。つまり，第一は，契約の締結にあたっ
て双方の当事者(就職しようとする者と企業)の合意によって決定される直接的条件であり，
(74) A. l(oT.JIJlp. CUCTeMa TPYAOYCTpoUCTBa B CCCP. CTp. 57. 
問就職ピュローの型の組織的補完によって，「企業の自主採用のもとでも，国民経済l乙有益な労働力の流れ
( TPYAonoToKu) が合目的的に形成されている qj (TaM 詁.) 
同「現在，就職あっせんの仲介組織網は，所属の多様性と調整の弱さに特徴づけられている qj (TaM 詁. CTp. 58.) 
間 「労働力再配置 (nepeMe~eaue) の計画性水準の向上は，一面では，企業の自主採用の比重の低下によって
……保障され……，他面では，ピュローを通して就職あっせんされる人々の割合の増大も計画性原理の強化
を促進する qj (瓜回線eaue pa60鴨Il CU.JILI B KpynaoM ropOAe. CTp. 2fO-2H.) 
間 「…・・・労働契約の締結で記録される就職あっせんという事実…・・・j (A. l(OT.JIJlp. CucTeMa TPYAOYCTpOUCTBa 
B CCCP. CTp・ 5 1.)
問 「我国の労働者と職員は…・・自由意思で締結された労働契約にもとづいて……企業で働いている qj (COB -
eTCKoe TpYAoBoe npa?. CTp. 90.) 
倍。 CM.. TaM 詁. CTp. 94-f01. 
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第二は，法律によって規定されている条件(労働時間の長さ，労働規律，労働保護など)一
乙れらは双方の合意によって変更できないものであり，双方ともこれらの条件が契約締結に
よって法的に遂行する義務となる乙とを知っているーである。また，直接的条件は必要条
件と補足的(任意)条件に区別される。必要条件とは，それなしには労働契約が締結したと
はみなされないものであり，①仕事の場所，②働き手が遂行しなければならない労働職能，
すなわち，専門，職種，技能資格，③賃金額に関する条件である。補足的条件とは，それ
らの存在が必ずしも契約にとって義務的ではないものである。乙の条件は多種多様であるが，
労働者への追加的な権利として，住宅の保証，幼稚園の存在などがその例である。
企業の管理部は採用にあたって就職しようとする者に以下のことを要求する。(1)労働手帳
の提出(初めて就職しようとする者は，労働手帳の代わりに，最後の仕事に関する家屋管理
者(瓦oMoynpaBJIeHHe) あるいは村ソヴェ卜の証明書の提出)0 (2)旅券法にもとづいた，旅券の
の提出。乙の労働手帳は，基本的には，初めて就職した経済機関で( 5 日経過した時点で)
発行してもらう乙とになるが，昼間制高等教育施設や中等専門教育施設の生徒には学外実習
の期聞に発行される乙ともあよ!ともかく(企業に代表される)経済機関で 5 日以上働いた
ソ連邦のすべての労働者(と職員)すま労働手帳を保持している。これはその人の労働活動の
特徴を記録した基本的資料であり， (1926~38年の)労働履歴書(叩同O田賀町∞IK) に替わって，
1938年12月 20日の人員委員会議決定によ勺て労働手帳が発行されることになった。そこには，
性別，生年月日，学歴，職種，専門職，採用，配置転換，離職，報賞等々が，記載されてい
る。
また， (就職して 5 日経過すると管理部から交付される)賃金手帳には，労働者の職種，賃
率等級に関する情報が記入され，賃金支払に関するすべての計算が記載されていよ!
彼らは，この契約によって，労働権そして〈各人は能力に応じて，各人は労働に応じて〉働
く義務を，実現している。また，ソ連邦では，「社会の利害を考慮に入れた」仕事や職種 (po瓦
pa60ThI岨 npoやeCCHH) の自由な選択が保障されているが，労働契約の締結によって乙れが実現
されることになる。
職種(職業)選択の自由とは市民が自己の利害や希望に一致した職種を選択する権利を意味
信1) A. CTaB~eBa H 耳py. ， TpYAOBO直耳目OBOp， IOpH耳目eCKall JIHTepaTypa, 1983, CTp. 159. 
(82) TpYAoBoe rrpaBO, CTp. 452. 
側 『ソヴェト労働法(上) ~ (山之内一郎訳) ，厳松堂，昭29年， 186 ページ。
制 〈…内部労働秩序標準規則> 5 条では，「ソ連邦では，社会の利害を考慮l乙入れた仕事と職種の自由な選択
が保障されている。」と明記されている。 (3aKOHO耳aTeJIhHhle aKThI 0 TpYAe , CTp. 373.) 
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している。これは，ァー・パシコフ (A. IIam皿IIKOB
(山1) 白己が関心をもつ専門を取得するため lに乙自由意思で職業教育施設を選択する乙と， (2)人間
活動のすべての領域において自己の能力を制限をうけずに適用できること， (3)職業選択の権利
を実現するために移動する自由を，含んでいる。またソ連邦では，個人の自由が個人の無制
限な気ままに対立させられている。従って，職種選択の自由も，「抽象的な自由，すなわち，
社会的欲求や市民の現実的可能性の考慮を欠いた自占としては理解されていない。マグニ y
カヤ (E. MarHHQKaH) などの説明に依れば，「職種選択の自由は，人間の可能性と能力，そし
て個人の精神生理的特性と社会的欲求に最大限に一致した活動タイプの選択の意識的必然性と
してあらわれなければならない。職種選択の基礎には，単に個人的利害や人間の欲望だけでは
なく，国家，社会への責任感も横たわっていなければならないのであぬ
かくして，職業選択の自由意思の原理は社会そして企業の利害の考慮を排除するのではなく
それを前提としているのであり，前述の「社会的利害を考慮に入れた」選択の自由とはつぎの
乙とを意味していと
第 11乙，国家管理機関が前以って生きた労働の支出を標準化し，労働力への国民経済部門や
個々の企業の需要を計画的に決定し，働き手の人数の限界と生産物 1 ルーブル当りの賃金ノル
マチーフを計算する。
第 2 1乙，ソ連邦労働国家委員会が，国民経済部門と国の経済地域の釣合のとれた発達を保障
するために，労働力の部門間および地域間配分・再配分に関する計画課題を設定する。
第 31乙，企業における労働力の利用が国家によってコントロールされている。ソ連邦労働国
家委員会やその他の地方機関に，労働力の利用，労働者や職員の人数が労働計画と一致しτい
るか否かの国家的コントロールが委ねられている。
第 41こ，労働力に対する現在および将来の需要に応じて，職業技術学校や専門教育施設の学
生や生徒の定員計画，そしてそこで養成された労働者や専門家の配分計画がたてられている。
職種選択の自由は仕事の場所(勤務先) (pa6o'Iee MeCTO, MeCTO Tpyp;a) の選択の自由と結びつ
き，労働の権利は単に仕事の場所を保障するだけではなく，個人的利害や性癖に一致して働き
たいという勤労者の志向の実現を促進させている。従って，ソ連邦では，本人の希望で他の企
業へ移ることは，その人に付与されている社会的権利(すなわち，職種や勤務生の選択の自由)
の実現として，みなされるべき現象であり，それにともなって勤労者の福祉が向上し労働およ
防) Tpy耳 E ∞耳HaJIhHOe paaBHTHeωR・ o6m;eCTBa， JIrV, 1983, CTp. 194. 
(86) TaM lKe. 
(87) E. MarHH~KaJl H 且py. ， VKaa. ∞司.， CTp. 35. 
仰，) CM. , TaM lKe, CTp. 23~24. 
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び生活条件が改善されるならば，それは個人の全面的発達を促進することになるのである。そ
して現実にも，企業の自主採用の比重が高いという乙とが乙の権利の行使状況をよく示してい
る。だが，これは流動性と表裏一体の現象であった。しかも，乙の乙とは，流動性が過度に高
まることによって，個々の企業および社会全体のレベルで、労働力への需要とその現実の供給と
のバランスがくずれ，「社会的労働の合理的利用」が不可能となる危険を秘めている。本稿で
紹介してきた，職業指導の充実とそれに照応した学卒者の個人別配分の実践，そして就職あっ
せん制度の改善(企業の自主採用を補完すべき存在として位置づけられている就職ピュローの
発達)は，まさしくそれへの対応で、あっ立!
イー・シーシコヴア (H. lliUillKOBa) は「社会主義社会には労働の場所の選択の自由がない」
あるいは，また逆に「社会主義ではかなり自由な労働市場が存在している」との西側のソビ
エト研究家 (sovietlog) の主張わぎのように反論していよ!彼女によれば，ブルジョア科
学は (P. Wiles K代表されるように)労働場所の自由な選択を労働市場の存在と結びつけ
ており，この前提にたって，国家による中央集権的な労働力の計画的配分が労働市場にとっ
て替わった社会主義のもとでは，個人的自由の存在の可能性は完全に排除されている，と主
張している。すなわち，社会主義諸国における労働力の移動は完全に上から統制されたもの
であり，個人の利害は生産の全体的な必要のために完全に犠牲されている，と。乙のような
見解は社会主義経済を「中央集権経済管理」や「命令経済」と規定する研究者に代表的にみ
られる。
シーシコヴアによれば，乙れらの主張は理論的にも方法論的にも誤りである。乙のような
見解にはブ、ルジョア科学に特徴的な形而上学的アプローチが横たわり，中央集中的経済管理
が個人の自由に，そして社会全体の利害が個人の利害に対立させられている。しかし，彼女
によれば，乙のような矛盾対立はまさに資本主義社会において存在するのであり，社会主義
(89) ドリシニーによれば，「資本主義社会は勤労者に労働の場所を保障する乙とはできない。なぜならば，そ
の社会は，搾取率の向上を目的とした経済的圧力の手段である労働予備軍の創造に関心をもっているからで
ある4 また「資本主義社会では，労働場所の変更の自由は搾取者の変更『自由』である。労働はそのような
ものとして以前として隷属的であり，他人の本質として労働者に対立する qj (M. 瓦OJlHmHHß ， φOpMHpoø8HHe
H HcrrOJlLωø8HHe TPYAOBYX pecyp∞B， H8YKOB8 耳yMK8， 1978, CTp. 206-207.) 
側 中村賢二郎氏の研究によれば，ソ連邦憲法第40条労働の権利規定の後段の「・…・・職業指導ならびに就職あ
っせん制度の発展J (拙稿「ソ連邦就職斡旋制度(I)J 94ページ参照)は， 1977年 5 月 24 日発表の憲法草
案にはなく，新しく挿入された新規定であり，乙の乙とからも乙の制度が今日重要視されている乙とがわか
る。(中村賢二郎稿'1977年ソ連邦憲法における労働の権利論序説.1，香川大学経済学部研究年報20， 1980年，
115ページJ
。1) H. 皿E皿KOB8， Bypmy8aHLIe KOHD;errD;HH 8KOHO間鴨CKOß CBo6o店LI JlHqHOCTH rrpH ∞D;Ha耳目aMe， BorrpocLI 8KOHOｭ
MHKH, 1981 , No.6, CTp. 92-103. 
ソ連邦就職斡旋制度(n) 87 
のもとでは，生産手段の社会的所有の確立がこの敵対をなくし，社会・集団・個人の利害の
弁証法的統一，それらの間に発生する非敵対的矛盾の適時な解消のための前提をっくりだす。
従って，中央集中的管理は社会の個々のメンバーの権利の侵害とは決して結びつかないの
である。
更には，シーシゴヴァによれば，このような見解は社会主義の現実とあきらかに対立して
いる。すなわち，ソ連邦の労働者は自由に仕事の場所を選択しているのである。だが，乙乙
からもう l つの「歪曲」が生じる。いわゆる「社会主義労働市場」概念の主張であれ乙れ
は「収数」論者や「市場社会主義」論者によって提起きれている。例えば， A. Nove は，「我々
は，国家が全権の雇い主ではない乙とを考慮に入れる必要がある。現実には，省と企業が労
働資源をめぐって競争している」と主張し，社会主義「労働市場J の発生を経済改革と結び
つけた論者によれば，「経済改革は労働市場において大多数の人々の位置をしばしば変えて
いる(あるいは，すでにほとんど消滅してしまった労働市場を復活させている )J のである。
このような主張は，彼女によれば，技術経済的発達の若干の一般的合法則性，あるいは社
会経済的本質上異なる若干の範鴎(例えば，雇用，賃金，利潤)の外的形態の類似が拡大解
釈された例の 1 つである。そして，根本的には，ブルジュア科学が単に「社会主義労働市場」
を先入観のもとで解釈していることではなく，社会主義のもとでの労働力に関する諸関係の
性格が理解されていないことが問題なのである。生産手段の社会的所有の確立は労働力と生
産手段の計画的な直接的結合を可能とし，労働力の計画的配分のもとで，個々の働き手の労
働力は社会的に連合した労働力に含まれ 社会規模の直接に社会的な労働の必要不可欠な一
部分としてあらわれるのであれ労働力の商品への転化の必然性は消失する。労働力が商品
ではない以上，「社会主義労働市場」の特徴に関するすべての議論はその意味を失うのであ
る。
国家的な就職あっせん制度のもとで計画的に配分された労働力は，個々の企業において，具
体的な協業体系のなかに組込まれ，社会主義的管理のもとで「経営労務」へと転化する。社会
主義企業のもとで，自由労働カ(!11かにして，現実には，具体的な「経営労働」となり，そこに
おいて「イ固人の全面的発達」はどのような展開をとげているのか一一一続稿の課題である。
(叫 「社会主義のもとの労働の社会的形態を特徴づける最も重要な特徴の 1 つは，それが搾取から解放された
真に自由な労働であるという乙とである。乙の，社会主義の条件下における，労働の社会的形態の特殊的な
特色が，同時に，その他の特色にも本質的な影響を与えている J (06~ecTBeHH8ßφOpM8 TPYA8 npH ∞D;H8J1 H -
BMe, CTp. 57.) 

